
■実施状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜令和８年６月時点＞
	交付限度額
	3億0265万円　　　 

	うち令和７年度　交付決定額
	5046万円（17%）

	うち令和８年度　交付決定額
	2億5220万円（83%）

	残額
	0円（0%）


■主な事業概要　※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください）
	生活者支援

	◆食料品高騰等対応ひまわりカード臨時ポイント付与事業　　事業費：１億９，６６５万円　　※食料品特別加算を活用
　物価高騰が続く中で影響を受けている全町民に対して、食料品等の支援を目的とし、循環型の電子マネー付ポイントカード（ひまわりカード）にプッシュで23,000円ポイントを付与し、消費の下支えを図る。
◆水道事業会計繰出・補助（水道基本料金減免事業）　　事業費：４，６５５万円　　
　物価高騰の影響を受ける町民の、水道基本料金を無償化することで、家計への負担の軽減を図る。（３月～８月検針分の６ヵ月間）
　13mm（2,080円×4,829件×3ヵ月＝30,132,960円）20mm（2,130円×2,021件×3ヵ月＝12,914,190円）25mm（2,180円×135件×3ヵ月＝882,900円）30mm（2,230円×54件×6ヵ月＝722,520円）40mm（2,430円×58件×6ヵ月＝845,640円）
　50mm（2,830円×42件×6ヵ月＝713,160円）75mm（3,480円×16件×6ヵ月＝334,080円）　※公用施設除く
　※口径30mm未満の契約者は県が支援するため、県支援の対象外となる口径30mm以上の契約者を町が支援するもの。
◆物価高騰対応学校給食無償化事業　　事業費：４，０８４万円
　物価高騰の影響で、これまでと同水準の学校給食を用意するのに約1.12倍（前年4月比）の賄材料費が掛かっており、本来であれば、受益者負担の観点から保護者が負担する給食費を増額しなければならない。しかしながら、物価高騰に苦しむ子育て世帯への影響を鑑み、給食費を増額することは適策でないと判断し、当町では無償化することとした。この間接的経済支援により、令和7年度全額補助（無償化）対象の小学生の場合、年間68,000円、中学生の場合、年間80,000円の負担軽減となり、生活の安定に寄与することを期する。
　小学校：340円×200食×343人＝23,324,000円
　※ただし、当町における小学生給食費負担軽減交付金が5,200円×11ヵ月×343人＝19,619,600円交付される予定のため、
差額の3,704,400円が重点支援地方交付金の対象となる。
　中学校：400円×200食×219人＝17,520,000円


※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定
令和７年度補正予算　重点支援地方交付金の活用状況について
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